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川辺川ダム建設に伴う漁業権の強制収用裁決の申請を受けた県収用委員会は本格審理を始めた。球磨川漁協の反対派組合員は先月二十七日の審理で「権利を主張する人」として出席、国

土交通省の「権利者は漁協」との見解に異を唱えた。強制収用をどう問うのか、代理人として出席した熊本一規・明治学院大国際学部教授(漁業法)にインタビューした。

――漁業権が漁民にあると主張する根拠は

共同漁業権は、特殊な権利で、免許は漁協が受けるものの、関係地区（共同漁業の漁場が属すると認められる地区で、組合の地区と重なるとは限らない）に住む漁民(関係漁民)が漁業を営みます。そのため、漁協と漁民のどちらが権利者なのか、判断が分かれています。

しかし、権利とは「法的に保障された利益」、権利者とは「利益を得ることを法的に保障された者」を指します。従って、.権利者は、免許を受けるだけの漁協ではなく、漁業を営み利益を得ている漁民と言えます。共同漁業権を「共同漁業を営む権利」と定義する漁業法の条文からも、関係漁民が権利者であることは明らかです。

――権利者は漁協とした時の問題点は

権利者が漁協であるとすれば、組合員が漁業を営むのは、漁協の財産や権利を利用する社員権に基づく、と説明するほかありませんが、そうすると、漁業法の条文と矛盾がでてきます。

社員権であれば、営めるのは組合員全員のはずですが、八条は「関係地区の組合員のみ」としています。

　また、社員権であれば、組合員しか営めないはずですが、一四条は「関係漁民であれば漁協に属さなくても営める」としています。

さらに、漁協の権利ならば、共同漁業権の分割や変更は総会決議だけで決められるはずですが、三一条は「関係地区の組合員の三分の二以上の同意が必要」としています。

――手続き上の問題点は

権利者が漁協ならば、漁協に補償することになります。補償額は強制収用に伴う漁業収益の減少分を利子率で割って算出されます。

ところが、共同漁業は、組合員でない関係漁民が営めることからわかるように、免許がなくても営むことが可能です。ですから、共同漁業権が強制収用されても、組合員は従来どおり漁ができ、収用に伴う漁業収益の減少はゼロ、従って、補償額もゼロになります。

仮に漁協に補償を支払った場合には、その後も共同漁業ができる関係漁民に対してさらに補償が必要になり、違法な「二重補償」になってしまいます。

また、収用後の関係漁民への補償では、国交省は関係漁民全員と補償契約を交わさなければならず、それは実現不可能です。

